
る)そこで日本の県別の移出・移入を「地域貨物

流動調査J (運輸省)によって昭和35年から50年に

ついて調べてみよう o (注 1 )上記統計は32財につ

いて県聞のアロー表としてトン単位で計とされて

図 1 は青森と岩手の移出・移入を財合計に

ついて時系列で追ったグラフである.各県の時系

列パターンはさまざまであるが，大ざっぱに言っ

て青森のように比較的変動の少ない I 型，右手の

ように昭和初年以後に大きな変動のみられる E型

玄武番多新居

フローの経済分析

コモディティ・フローは地域聞の財の流れで

r 地域から 5 地域への i 財の流動を Xirs とすれば

コモディティ

特集後地域のOR

行列 Xi =(Xi") , i = 1 ，… ， N で与えられる.

かしそれは表面的な情報であって，

出す要因である地域内での経済活動および地域間

し

フローを生み

いる.

とその他の型に分類される.また移出・移入によ

の相互関係を考慮しなければオベレーショナルな

分析は不可能であろう.地域 r， S 間のフロー Xirs

はOD表として， S 地域における消費・投資など

最終的に需要される部分と， S 地域の他財の生産

原料として中間需要される部分とにわかれる.経

済全体として各財の生産水準が最終需要によって

A
ハ
ハU
t
i
l
-
-

ハ
川

その要因とって I 型. II 型にわかれる県もある.

決定されると考えれば，地域内および地域

間の経済関係を通して，地域問のある財の

フローは各地域の各最終需要項目によって

'-' 

1/ 

, , 
/' , , , , , , 
V 

1;.1、 IU
IJ Hドパ(単 f.j:: j()(j()i;.} 

lJ 

10 
誘発される.そこで，

(1)どの最終需要項目によってどれだけ

誘発されるか

(2) 8 どの地域によってどれだけ誘発され

るカミ

という 2 点から，産業連関分析の方法を用

いてコモディティ・フローの特性をみよ
/ 

, 
4十/

, 
〆

3 

う.

コモディティ・フローの最終需要項

一一移出

ーーー移ノヘ

一一-.1;:; 50 55 40 35 55 

一一移出

一一移入

50 1!l 40 35 

目別流動依存度

i 財の r 地域を中心とした移出，移入を
R R 

それぞれ Xiro= L: XirS , Xior = L: Xi" , i 

sキ r キ r

=1 ，… ， N と定義する o (地域の数をRとす 図 1
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して I 型の地域の移出・移入を構成する財が景気

などにあまり大きく影響を受けない消費活動によ

って生産誘発される財を中心としていて， II 型の

地域については景気に大きく左右される投資活動

によって生産誘発される財を中心としていること

が考えられる.このことを簡単な方法で分析して

みよう.

財が 2 つしかない場合，もし第 1 財が消費用動

のみによって生産誘発される財で第 2 財が投資活

動のみによって生産誘発される財であるとすれ

ば，地域 r， S 聞の総流動 Xγs は消費活動による

部分X1吋と投資活動による部分X2γs によ η てXr，

=X{'+X2" と分解されていることになる.そこ

で α/'=Xi"/XγS とすれば，たとえば αlr ， は地

減 r， S 聞の総流動の消費に対する依存度を表わし

ており同時に弾性値とな司ている.ところで一般

に財は多目的財であって単一の財が最終需要とし

ての消費・投資・輸出に向げられるばかりでなく

他財の原料として中間需要される.そこで地域聞

の総流動を誘発要悶としての最終需要項円に分解

するために産業連関分析の最終需要項目別生産誘

発依存度を用いよう.生産誘発依存度はある財の

総生産額が各最終需要項円によ η てどれだけ支え

られているかを示すものでつぎのように定義され

る.産業連関表における需給バランス式は，

X'li : i 財部門から j 財部門への投入額

約財の国内総生産額

aij 投入係数で j 財 l 単位生産するのに

必要な i 財で山j=Xil/Xj

1i1 : i 財に対する第 j 項目最終需要で輸入

によって賄われる分を除いた額

j =1 , "', k 
、
、
、
、
h
i
-
-
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1978 年 12 月号

となって各財の生産水準は最終需要によって決定

される.したがってその生産水準が家計消費・民

間固定資本形成などの最終需要項目にどれだけ支

えられているかがわかれば各最終需要項目の変動

による生産水準への影響がわかる.

gJ= (I-A) ー 1 fi , j=l , …, k 

とすれば gl は第 j 最終需要項目による生産誘発

k 

額ベクトルでr; gj=Xで‘ある . gj'= (gIJ, …, gNj) 

として('は転置を表わす) , 

hij=gij/Xi , i=l , …, N , j=l , …, k 

とすればんj は i 財の総生産額のうち第 j 最終需

要に依存する割合を示しており生産誘発依存度と

し、う.

そこでコモディティ・フローの分析にもどろ

う.地域fから地域s への i 財のフローのうち経済

全体としてのある最終需要項目によ司て誘発され

るフローの割合は地域 r， S によって異なり，本来

は 1:の産業連関分析を多地域に拡張した地域問産

業連関分析にもとづいて考えなければならない.

しかし第一次接近としてそれが経済全体としての

生産誘発依存度 h;i に等しいと仮定して分析を進

めることはま 0') たく無意味ではなかろう.そこで

N 

i 財のブロ一行列を Xi= (Xirs) , X=2: Xi とし

て，

N 必

X=2: 2: h〆 Xi

k /N ¥ 

= 2: (2: h;i Xtl 

=2: YJ 

と kí同の最終需要項目によって誘発されるフロー

行列J Y1γ れによって分解される . Yj=(Y/') 

として，

αjr'=yjr，/xγ" j=l , "', k 

k 

とすれば乙 αfs=1 であり， α/.8 は r， S 聞の総フ
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ローのうち第 j 最終需要項目によって誘発される

フローの割合で最終需要項目別流動依存度とよ

ぶ.したがって地域 r， s 聞のフローはベクトル

aTS= (α1ぺ…， αkrs ) で特性づけられる.たとえば

家計消費に対する流動依存度が高ければそのフロ

ーは家計消費依存型などとよぶことができょう.

また αj" は弾性値でもあり，経済全体としてたと

えば 10%投資が増加すれば10xα!rs% (l は投資に

対応するとして)地域 r， s 聞のフローは増加する.

つぎに実際の分析結果について若干述べる.昭

和45年産業連関表を「貨物地域流動調査」の32財

およびその他に部門統合を行ない，最終需要項日

を 8 つとして流動依存度を計算した. (注 2 )また

モデルは競争輸入(I一(I一政)A)-l 型を用いた.

たとえば青森，岩手の場合は表 1 の通りであり，

移出・移入について青森は相対的に家計消費依存

型で，岩手は民間固定資本形成依存型であると言

える.このことは両県の県民所得に占める第 1 次

産業，第 2 次産業の割合からも類推される.他の

県については表 2 にまとめられている.

つぎに昭和40年から45年にかけて各県の移出・

移入の流動依存度がどう変化したかを，接続産業

連関表を用いて昭和45年価格評価で分析した.結

果から読みとれる事実を若干指摘すると，全体的

な傾向として家計消費依存度の減少と固定資本形

成依存度の増加がみられる.たとえば官城県の移

出は，家計消費依存度が0.55から0.40に減少した

のに対して民間固定資本形成依存度は0.15からO.

27に増加している.逆に秋田，山形，京都などは

移出・移入共に家計消費依存度が増加している.

表 1

|移出|移入|
青森県 |家計消費支出 0.43ー下瓦4>

!民間固定資本形成I 0.28 

移出 1 移入|
岩手県 |家計消費支出 | 0.27 O.ーか | 

|民間固定資本形成I O. 36 I O. 34 ; 

752 

以上述べた分析では，各財についての流動依存

度を全国産業連関支の生産誘発依存度で置き換え

て地域間で共通であるとしたが，地域間産業連関

表を用いればその地域間の各財のフローの最終需

要項目別流動依存度(弾性値)が求められること

は言うまでもない.地域間産業連関表では地域聞

の財の投入がそのまま， OD表としてのコモディ

ティ・フローとなっている.そこでつぎにこれを

用いてフローの地域依存度を定義しよう.

2. コモディティ・フローの地域流動依存度

2 地域間のコモディティ・フローは直接的には

その 2 地域の生産活動および最終需要に起因する

が，すべての地域における生産技術構造，地域聞

の交易パターン所与とし、う静学的な分析の立場を

とって考えてみれば，地域間波及効果を通してあ

らゆる地域の最終需要に影響されている.そこで

特定地域聞のフローがある地域によってどれだけ

誘発されるかを見るために， Moses型の地域産業

連関分析の方法を用いてコモディティ・フローの

地域流動依存度を定義しよう.

第 1 の仮定は地域内の生産技術構造に関するも

ので， r 地域 (r=! ， … ， R) の投入係数 aijr (i , 

j=! ， … ， N) はつぎのように定義される.

a ,jr=Xijr /.1Jj γo 

Xij γ r 地域の i 部門から r 地域の j

表 2

家計消費依存度の高い県

注射青森，秋田，勾問J竺島市千
(移入 i青森，秋田，茨城，長野，愛媛，熊本，宮崎(

民間固定資本形成依存度の高い県

i内~!，-- 1\'.Hj: ， I時間!ザ一一一
;移入|岩手，石川，耕f:，山梨，向根， [1Ii] ~U，広島f

|福岡

輸出依存度の高い県

iマザヤ[，野口竺lifkW，九兵庫，主民
|移入|神奈川，愛知，大阪，兵庫，広島，山口
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これをノミランス式( 1) に代入して，

x=TAx+Tf 

となる.部門への投入

Xjro : r 地域の j 部門の生産額

需給バランス式は， 逆行列の存在を仮定すれば，

x=([-TA) ー1TfN 

.'(;.，0γ= L: aijr Xjr+fir 

そこで地域 t の最終需要によって誘発さ

れる r 地域の生産額ベクトルを xrO (t) で表わす

となる.

f(t)=(() 
ことにすれば，

的)=(;;:)
ON: 要素がすべて O のN次列ベクトル

として，

x(t) = ([-TA) …1 T f(t) 

また地域 t の最終需要によって誘発される地域 f

の総需要ベグトルを Xor(t) で表わし，

Xior : r 地域の i 財の需要額

fir : r 地域の i 財の最終需要額

行列友示のためつぎのように記ひを定義する.

! N 0¥ 
A=I 
¥o AR / 

d=(::) ベ :1)

ベ乙 ). x =( :~O ) 

Aγ =(aijr) ， 

I X01 (t)¥ 
XO(t) =1 
¥XOR(t) / 

とすれば， T- 1 の存在を仮定して (2) より，

XO(t) =1'-1 X(t) 

=T-1 ([-T A)-1 l' f(t) 

となる.そこで地域 t の最終需要によって誘発さ

れる r 地域から s 地域への財の投入ベグトルを

xγS'=(Xlγ，( t) ， … ， XN吋 (t) ) とす

f =( )R ) 

(1) 

となる.第 2 の仮定は交易パターンに関するもの

で， 1 財の r 地域から s 地域への投入は s 地域の

i 財の総需要額 (中間需要+最終需要)に比例す

るとし，その比例定数 tジ S を地域間交易係数とよ

XOγ =A'" xrO+fγ 

XO =A  x+f 

f=( 〈1γ)
fNγ/ 

需給バランス式は，

Zγ'(t) で表わし，

れば，ぶ.

xTS=Tγ， 

XOs (t) 

したがって地域 r， s 間の価値のフローの

うち t 地域の最終需要によって誘発される割合を

t 地域流動依存度とよび〆S (t) で表わすことにす

となる.

Xirs=tirs XiOS 

山内財の r地域から s 地域への投

入額

N N 

r=Zizrs(t)/E〆
s

れば，ト=( ~1r~ 
そこで，

xrS =( 乙)
i 財の単位lP:となる.草萱ベースで定義すれば，

量当りの価格をれとして，

とすれば，

A
U
 Z
 

γ
 A
T
 --

Z
 

p
-

一
/
一

的
一
♂

N
Z
M一N
Z
円

一
一

μ
 

でさらに，

, 
^ 
I 1'11... …TIR ¥ 

ー
・

1'=1'"  
目・ . 目

ι 

¥ TR1. ・・・ ・ TRR!
/Pi 

とくに財別に定義すれば i 財について，
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となる.(2) 

とすれば，

x=TxO 
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μi，r8 (t) =仇吋 (t)/的吋

であり当然のことながらモデルの線形性より，

R 

E〆· (t) = 1 

等が成り立つ.〆8 (t) は地域 r， s 聞のフローの t

地域の最終需要に対する弾性値で、もある.また rn

= (r". ・" rn) を添字集合 N=(I ， … ， N) の部分集

合として，

tz zμTI (t) , I: I: μsγ (t) 
~rn 8~rn tfrn SErn 

がすべての r f rn について n に近ければ rJ， 目

h のn 地域は閉鎖的な経済ブロックを作っている

と考えることができる.また同様にして地域ブロ

ッグの特性を見る指標ともなる.

3. 安易パターンと輸送コスト

交易係数 ti rs で、表わされる交易パターンは，行

列Aで表わされる生産技術構造が長期的に変化す

るのに対して，短期的に変化していく.それは同

一財の供給地域がいくつかありそれが代替関係に

ある場合，各地域の経済主体が供給地域からの財

の投入価格に上乗せされる輸送コストを最小にす

るような選択行動をとることによって実現されて

いくと考えるのが自然、であろう.したがって経済

全体としては i 財を f 地域から s 地域へ輸送す

るのに必要な単{な当りの費用を C'l TS とすれば総輸

送費用，

R R N 

c:=:I: I: I: CiTS XiT8 
.,.=1 .=1 i=l 

が生産額ベクトル xに相対して小さくなるように

交易パターンが変化するであろう.ところでこの

問題に地域間産業連関分析を適用するには困難が

生じる.というのは産業連関表では輸送部門が内

生化されており，また特定の 2 地域聞の輸送活動

をどの地域(多地域の場合もあり得る)の輸送部

門からの投入かを示す多大な情報を必要とする

し，そのような構造が分析上安定なものとは言い

難い.そこでもっとも簡単な場合として，前節の

そデノレから輸送部門をまったく取りはずして考え

よう.表記法は同じとして，基準時点の生産額ベ

154 

グトル，投入係数行列，突易係数行列等を x[OJ ，

A[OJ , T[OJ…，比較時点については x[IJ ， A[IJ, 

T[l]ー・と基準時点と比較時点を・ [1 J ，・ [2Jで区別

する.また単位輸送費用は変化せず Ci TS であると

する.短期的には生産技術構造の変化がない，す

なわち A[OJ:=:A[IJ=A と仮定すれば， (1)式に

対応する需給バランス式は，

x [OJ=T [OJ A x [OJ+T [OJ ([OJ 

x [IJ=T [IJ A x [IJ+T[IJ ([IJ 

であり，比較時点での総輸送費用は，

C=I: I: I: CiT8 X�rs [IJ 

である.そこでもし比較時点でも交易パターンが

変化していないとすれば総輸送費用どは，

x=(I-T[OJ A) 一 1 T [OJ ([IJ 

xO=T[OJーlX
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xTS'= (Xt TS ,…, XNT8) 

として ， C'= I: I: I: Cirs Xi吋

となる.したがって最適化の方向に交易パターン

が変化したとすれば c くどでなければならない.

この種の分析のためには，より少ない情報量で分

析できるという点でグラヴィティ・モデルを取り

入れた Leontief-Strou t 型のモデルのほうが良

いと思われるがここでは触れない.

4. コモディティ・フロー分析上の集計化問題

コモディティ・フローはフロー行列1Xi=(XiT8 )

で表わされるが 節の場合のように県聞のフロ

ーを見ょうとすれば47 x47の行列を眺めなければ

ならない.これは分析 1:多大な労力を要求するば

かりではなく大きな問題を生じる.というのはフ

ローのノq ターンは地域|ベ分に依存しており， I足分

が必要以トーに細かければ不安定なものとなるのは

l直観的に明らかであろう.また県とし、う区分はあ

くまでも行政上のものであって経済分析での地域

の概念とは異なるため，行政|乏別のデータによる
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分栃はたとえモデルが正しくてもあてはまりを悪

くする.また特性の似通った県をわけることは無

意味であろう.そこで小地域 (sub region) をい

くつか集計して新しい地域 (region) のフロー表

を再構成することが分析を効率的なものとするう

えで必要となってくる.一般的な問題提起として，

(l)似通ったフロー・パターンを示す小地域を

見つける基準はどのように与えられるか.

(2) フロー行列は地域間の相互関係についての

情報を与えるが，いくつかの小地域集計を行

なって新しいフロー行列を作った場合，情報

の損失があると考えられる.そこでそのよう

な情報を測る尺度がうまく定義できるか.

このような問題に対して一つの示唆を与えるの

が Theilの情報理論的なアプローチである.フロ

R R 
一行列の要素を X'í rs ， Xぷ・ =L: Xi rs , Xi'S=L: 

でX
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 わったものを Pirs ， Piヘ Pi'S とおけば， これを

2 次元離散確率変数の分布とみなすことができ

る.もし ， Pirs=Pi'" Pi ・ s が近似的にも成立して

いれば独立性の概念から r 地域から s 地域への i

財のフローは特異性をもたないと解釈される.そ

こで， r i, 1'S ==同瓦与戸として，地域りの i

財のブローが他の地域に:)<，)して似通っているかを

見る l つの指標として直観的には，

'irs = ~-r; L: " (sgn (rirt ritS) 十 1 )などが考
n-2 キグ 2 

tキ s

えられる.この場合 0ζεirs :::;; 1 であり ds， εi sr

がともに 1 に近いことが 1 つの基準を与えるであ

ろう.しかし 1::のような方法は各財個別について

見ているにしか過ぎず，財聞の関係を考慮する必

要がある.ここでは問題提起だけにとどめたい.

以上コモディティ・フローの特性について断J:ｭ

的に述べたが，それは最終需要を外生的に li- え，

生産技術構造・交易パターンを所与二とする静学的

な分析である.動学的なコモディティ・フローの

1978 年 12 月号

分析を行なうには，たとえば外生変数を内生化し

た多.t1~ .lÞx多部門マクロ ril'量モデルが考えられる.

しかし実際の分析に必要な統計が不足しており，

その方面の整備が望まれる次第である.

長後に第 1 節の分析に際して援助してくださっ

た国土庁に深く感謝いたします.

(�: 1 )同調査は昭和汚， 40, 45 , 46，・ 50午につ

いて表章されている.

(ìì: Z) 正確にはゴモディティ・ベースの連関表を用

いなければならない.
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